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１．目 的

過疎高齢化の進行がもたらす社会的なイン

パクトは，自治体の保健・医療・福祉サービ

スの基盤を脅かすとともに縮小社会へ向かう

人口減少の着実な波による消費購買力の低下

やサービス購入者の絶対量が減少することで

民間事業者の衰退と廃業を呼び起こし，社会

減を加速させる要因を高めていく点にある。

全国最小の市である北海道歌志内市は，最

盛期の人口から１／１０となっており，２５年後に

は現在の５割以下となる約２，０００人になるこ

とが厚生労働省の人口推計で指摘されている。

本研究は，かつて都市型のサービス体系を有

していた自治体が縮小社会化することで，ど

のような生活保障サービスを再構築していく

のか，について着目している。旧産炭地のな

かでも産業基盤の見直しがきわめて厳しく人

口が減少する一途を辿る歌志内市を地域包括

ケアのモデルとしての与件を設定して，これ

までのサービス水準の変化を追跡すると同時

に，現在，居住者として生活している高齢者

を対象とした生活実態調査をふまえ，地域包

括ケアの課題を明らかにすることを目的とし

ている。

過疎地域における高齢者の生活実態を中心

に面接調査を実施し，過疎地域における生活

を成り立たせる条件を課題とする。コミュニ

ティワークでは社会福祉協議会などを舞台に，

地域の特性や福祉ニーズの把握を行うが，生

活全体をとらえ地域の課題を理解するために

は，大都市よりも小規模な自治体から学ぶ方

が全体像をイメージする上で分かりやすい。

北海道の高齢化の進行についてみておく

と，１９７５年には６．９％で全国７番目の低さで

あったものが，２００８年に２３．６％と全国１９番目

の高さに達しており，２０３５年の予想では全国

５番目の高さ（３７．４％）になることが示され

ている。地域包括ケアとの関係では，人口構

造の転換が重要な意味をもつ。注目しなくて

はならないのは，全国的な高齢化の進行のな

かで，２００８年１０月時点での前期高齢者が

１１．７％，後期高齢者が１０．４％と，かつては前

期高齢者比率は後期高齢者の３倍程度であっ

たものが，長寿化によって後期高齢者が上回

るとみられることが確実になりつつある点で

ある。

現に女性高齢者については，２００８年時点で

後期高齢者が１２．６％であるのに対して前期高

齢者は１２．１％であることは注目しなくてはな

らない。くわえて２０５５年には高齢化率は４０．５％

になることが予測されており，４人に１人は

７５歳以上となることが推計されている。つま

り，２０５５年には６５歳以上の高齢者１人を１．３
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人の１５～６５歳未満人口が支えると同時に，７５

歳以上の高齢者を１．９人の１５～６５歳未満人口

で支えることになるのである。

１９７５年段階では８．６人で１人を支えていた

ものが，２０５５年には１．３人で支えなくてはな

らないという推計結果にしたがえば，高齢者

が高齢者を支える仕組みが急がれるのも当然

といえ，外国人労働力を介護分野でも確保し

ないかぎり，マンパワー不足に陥るのは明白

であるといえる。また，２０５５年の男女の寿命

予測は女性が９０．３歳，男性が８３．７歳になるこ

とを前提にしているため，その子どもも６５歳

を過ぎている確率は高いといえるから，老老

介護を基本形とする介護現場のなかで，訪問

介護やデイサービスあるいはショートステイ

などの居宅介護サービスが重視されることも

確実となる。

また，サービス利用の背景要因として利用

者負担能力の問題があげられる。２００７年の

「家計調査」報告（総務省）をみると貯蓄残

高の超過が２，０００万円を超える６５歳以上の高

齢者世帯主の割合は４２％であるのに対して，

債務残高が超過している６５歳以上の高齢者世

帯主の割合は６％に満たないことから，一見

豊かな高齢者世帯の経済状況を予想させる

が，３００万円以下の貯蓄残高の超過しかない

高齢者世帯が１１％を超える現実を知るならば，

その心細さは想像に難くない。過去１年間で

貯蓄を取り崩している６０歳以上の高齢者は４５％

を数えていることから，老後生活の経済的な

不安の高まりも予想できる。

２．調査の視点

地域包括ケアの構築は，フォーマルおよび

インフォーマルな社会福祉資源のネットワー

ク化を中心に医療・保健・福祉サービスの統

合をはかるものでなくてはならない。ただし，

その前提となるのは，コミュニティワークの

推進体制が明確である必要がある。というの

もまちづくりの理念が意志決定の仕組みを支

えることになるからである。コミュニティワー

クとは，生活に困難のある人々の生活を支え

るための，いわゆる「福祉のまちづくり」を

目的とする方法である。コミュニティワーク

の理念・目標としては次の３つが挙げられる

（高森他，１９８９及び２００３を参照）。

①地域における生存権・生活権保障（タスク・

ゴール）

第一の理念・目標は，地域社会の問題を解

決するための具体的な課題を達成することで

あり，つまり，日本国憲法第２５条で言われる

生存権や国の生存権保障義務を骨格とした

「生存権の保障」，さらに，環境汚染対策や

生活道路の整備，遊び場の確保など国民生活

の向上を図る「生活権の保障」の２つがコミュ

ニティワークには欠かせない。

②コミュニティ形成（プロセス・ゴール）

第二の理念・目標は，地域住民の間の相互

作用を通して合意形成し，協力・協働を促進，

住民や集団の団結や共同関係を作りだすこと

である。つまり，合意形成のための討議を踏

まえた意思決定手段である「民主主義」，そ

のような討議や協働作業を通して得られる人々

の結びつきとなるコミュニティ形成である。

このコミュニティが形成されることにより，

地域社会の生活問題の解決能力，また生活問

題の発生の予防が可能となる。

コミュニティ形成の具体的な方法は「組織

化」である。つまり，人々の結びつきを作っ

ていくことである。この組織化には，２つの

種類があると言われる（岡村，１９７４）。

その一つは，「福祉組織化」で，要援護者

層とその家族をコミュニティ形成の主体者と

して位置づける組織化活動を展開することで

あり，例えば，障がい当事者の会や介護者家

族の会等，社会福祉の利用者やその家族その

ものを目的とした集団づくりである。

もう一つは，「一般組織化」で，要援護者

に対する受容的，支持的，連帯的な地域住民

北 星 論 集（社） 第４７号

― 78 ―



福祉コミュニティの形成（暮らしの支え合い）

住民の主体力と問題対処力の形成

民主的な地方自治体形成（行政対策・サービス）

地域における

　生存権・生活権保障

の意識，態度，行動を基盤として地域社会の

態勢をつくることであり，社会福祉に対する

理解を促す市民講座など，一般住民の集団づ

くり，学習活動などが挙げられる。

③民主的な地方自治体形成（リレーションシッ

プ・ゴール）

第三の理念・目標は，住民の連帯による地

域社会の民主化であり，民主的な地方自治体

の形成である。国や地方自治体は住民のいの

ちと暮らしを支えるためにあるものである。

しかしながら，これを確実なものとするため

には住民の自治能力が必要である。具体的に

は，①住民の政策提案・形成能力を通して住

民の主体的な力量を形成し，②自治体施策へ

の住民の参加を通して住民に開かれた自治体

を形成し，さらには，③住民の生活と福祉を

重視する自治体を形成していくことである

（三塚，１９９７を参照）。

図１ コミュニティワークの各理念と目標

３．調査の対象と方法

コミュニティワークの具体的な実施方法

（プロセス）としては，次のように図式的に

示されている。つまり，以下の①から④のと

おりである。

①問題の把握（地域アセスメント）

②問題解決のための組織化と計画化

＝組織づくりと事業計画づくり

③問題解決のための活動・事業の実施と展開

④活動・事業の評価

さて，コミュニティワーク，そしてソーシャ

ルワークの実施において，最も肝心なことは，

その対象となるべき問題を把握することであ

る。問題を理解できなければ，対応もできな

い。また，問題をどのように見るかによって，

その対応の仕方も異なってくるからである。

この問題の把握を，「地域アセスメント」と

いい，そのプロセスのなかでも重要な位置づ

けをされている。

地域アセスメントの主な方法としては，以

下の３つがある。

第一に，既存資料の活用であり，国勢調査

や自治体や民間団体の調査等による人口や世

帯，産業や健康，疾病，犯罪，福祉等の統計

資料，郷土史などの地域の歴史文献など既存

資料を調べることにより，地域の課題を明ら

かにすることである。

第二に，調査であり，いわゆる質問紙（ア

ンケート）調査などにより，多くの地域住民

から生活状況や抱えている生活問題等を把握

する方法であり，主に量的調査として実施さ

れるものである。

第三に，エスノグラフィー的手法であり，

①インタビュー（個別面接や集団面接），②

フォーカス・グループ（グループでの話し合

い），③参与観察（地域で生活する，地域の

団体に参加する），④地域踏査（実際に地域

を見て歩く），⑤日常業務や地域生活からの

把握（仕事や地域生活のなかでの相談など）
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による質的調査である。

今回の歌志内市高齢者生活実態調査は，こ

れら３つの手法を用いて，地域アセスメント

を実施した。つまり，歌志内市に関する資料

を活用し，また歌志内市高齢者生活実態調査

として質問紙を用いた訪問面接調査を行い，

高齢者や民生委員，自治会長等に対するイン

タビューを行った。まず，高齢者を単身世帯

と夫婦のみ世帯に限定して，（周辺のサービ

ス拠点へのアクセスの相違に関わる）地区的

な条件を考慮し，かつ住宅に関して持ち家と

集合（共同）住宅居住者に区分して対象（６０

人）を選び，半構造化質問紙による面接調査

を実施し，同時に地域ケアに関わる社会資源

について関係者を対象としたフォーカスグルー

プインタビューを行った。

インタビューガイドに関わる調査項目は，

①基本属性（４項目），②健康について（１３

項目），③住まいについて（８項目），④仕事

について（４項目），⑤収入について（５項

目），⑥地域活動について（１２項目），⑦つき

あい・相談相手について（３項目），⑧行政

関係サービスの利用について（４項目）とり

あげている。

調査対象者は，歌志内市を構成する集落を

基本として，７地区（上歌・東光・本町・歌

神・神威・中村・文珠）から６０世帯を一人暮

らし世帯と夫婦世帯，団地と戸建世帯のバラ

ンスを勘案して選び，また予備調査用に７世

帯を追加で選んだ。調査対象世帯の抽出は，

歌志内市社会福祉協議会の紹介をもとに実施

した。

倫理的配慮については，日本社会福祉学会

研究倫理指針（学会発表関係ガイドライン）

にしたがい，調査の趣旨を説明し，同意をえ

られたばあいに面接を行って調査を実施した。

調査は，２００８年９月５～８日の４日間とその

前後の聞き取り調査（６月７，８日と１１月２１

日）および２００９年２月１６，１７日の補足調査に

よる。図２は地区別の人口と高齢化率をみた

ものであるが，上歌，中村，神威，東光地区

の高齢化率が高いことが分かる。人口のもっ

とも多い文珠地区もすでに高齢化率３０％を超

えている。しらかば荘，楽生園は高齢者向け

の施設であり，親愛の家は救護施設であるが，

参考データとして示した。

図２ 地区別の高齢化率 ２００２（平成１４）年４月現在

出所）歌志内市（２００３）『高齢者保健福祉計画』ｐ．１４
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４．歌志内市の歴史と社会福祉

歌志内市は，北海道空知地域にあって国内

有数の炭鉱地帯の中核地を形成していた。１９４８

年には４６，０００人の人口を記録したが，エネル

ギー政策の転換とともに２００９年１０月には人口

４，８００人（男性２，１８９人 女性２，６１１人），世帯

数２，５１９世帯，高齢化率は４０％となっている。

歌志内は，１８９０（明治２３）年，空知採炭所が

設置され，翌年に鉄道が開通したことに象徴

されるように国策としてのエネルギー政策を

代表するエリアとなっていく。

１８９７（明治３０）年には戸長役場が開庁，人

口３，３８６人の歌志内村が誕生し，１９０７（明治４０）

年には１０，０００人，大正時代には２０，０００人を突

破し，一大炭鉱都市を形成していった。１９４０

（昭和１５）年に歌志内町となり，１９５８（昭和

３３）年に歌志内市となった。

しかし，１９５８（昭和３０）年代後半から始まっ

た世界的なエネルギー革命の影響を受けて，

昭和４０年代に入ると，国内各地の閉山が相次

ぐなかで，単一産業によって成立していた歌

志内市は，農地もないことから他に産業基盤

を形成することができず，いわゆる縮小社会

の典型モデルとして登場している。

養護老人ホーム（１００床），特別養護老人ホー

ム（５０床：１９９６年にショートステイ６床増

設），老人福祉センター，デイ・サービスセ

ンターなどの高齢者福祉サービスの整備を進

めてきた。また，軽費老人ホームに代わる施

設として，シルバーハウジングを整備してき

ており，一方では，NPO法人による認知症

対応型共同生活介護施設（グループホーム）

が設立されている。また，歌志内市内には市

立病院をはじめ，勤医協の診療所，歯科診療

所等の医療施設があるが，診療科目の配置に

ついて限定されていることから，滝川・砂川・

赤平等の隣接自治体にある医療機関に通院し

ている割合が高い。

１）調査対象者の概要

回答者の性別割合は，男性４４．８％，女性

５５．２％であり，世帯構成は表２のとおりである。

表２ 性別にみた世帯構成

１人暮らし 夫婦世帯 合計

男性 ３ ２２ ２５

１１．５％ ８４．６％ ９６．２％

女性 ２７ ５ ３２

８４．４％ １５．６％ １００．０％

表１ 地区別高齢者世帯構成，調査対象世帯と実際の調査済み世帯 ２００７年５月現在

上歌 東光 本町 歌神 神威 中村 文珠 合計 ％

実
世
帯

１人暮らし ２２ ２９ ５７ ５５ ７２ ７７ １５５ ４６７ ５８

夫 婦 １４ １７ ６２ ３９ ６１ ３６ １０９ ３３８ ４２

合 計 ３６ ４６ １１９ ９４ １３３ １１３ ２６４ ８０５ １００

（％） ４．５ ５．７ １４．８ １１．７ １６．５ １４ ３２．８ １００

対
象
世
帯

１人暮らし ２ ２ ６ ５ ７ ５ １１ ３８ ５６．７

夫 婦 １ ０ ５ ３ ４ ４ １２ ２９ ４３．３

合 計 ３ ２ １１ ８ １１ ９ ２３ ６７ １００

（％） ４．５ ３ １６．４ １１．９ １６．４ １３．４ ３４．３ １００

分
析
世
帯

１人暮らし ２ ２ ５ ４ ６ ４ ７ ３０ ５１．７

夫 婦 １ ０ ４ ４ ４ ３ １２ ２８ ４６．６

合 計 ３ ２ ９ ８ １０ ７ １９ ５８ １００

（％） ５．２ ３．４ １５．５ １３．８ １７．２ １２．１ ３２．８ １００

出典：歌志内市役所資料

縮小社会における地域包括ケアの課題 ―― 歌志内市のCW調査から ――

― 81 ―



回答者の年齢は，６５歳以上７４歳未満の前期

高齢者よりも，７５歳以上の後期高齢者（４２人：

７２．４％）が多い。

現在の住まいの状況（１．持ち家 ２．借家

３．アパート ４．市営住宅 ５．その他）は，

「持ち家」３１人（５３．４％），「市営住宅」２７人

（４４．８％）で，それぞれの割合はほぼ同程度

である。住まいの形態は，１．一戸建て ２．

（平屋等の）棟続き ３．集合住宅（２階以上

が別世帯等）４．その他は，「一戸建て」２７人

（４６．４％），「集合住宅（２階以上が別世帯等）」

２４人（４１．４％），「（平屋等の）棟続き」６人

（１０．３％），「その他」１人（１．７％）である。

歌志内の居住期間は，「親・その前の代か

ら」１９人（３２．８％），「自分の代から」３８人

（６５．５％），「無回答」１人（１．７％）であり，

居住年数は，表３の通りである。

表３ 居住年数

居住年数 人数 割合

～９年 １ １．７％

１０年～１９年 ２ ３．４％

２０年～２９年 ５ ８．６％

３０年～３９年 ３ ５．２％

４０年～４９年 ６ １０．３％

５０年～５９年 １０ １７．２％

６０年～６９年 １１ １９．０％

７０年～７９年 ８ １３．８％

８０年～ ４ ６．９％

不明・無回答 ８ １３．８％

合計 ５８ １００．０％

居住期間をみると「６０～６９年」１１人，「５０

～５９年」１０人，「７０～７９年」８人とそれぞれ

約２割を数えており，居住期間が長期にわたっ

ていることが分かる。このことから，親や兄

弟が，もしくは，自身が炭鉱で働くために歌

志内へ入植し，現在も住み続けている高齢者

の居住の歴史が読み取ることができる。

２）町内会・自治会関係者調査

歌志内市には，２３の町内会があり，集落形

成上それぞれ異なる炭鉱現場の歴史を有して

いるため活動は多様であるが，近年の高齢化

の進展にともなう消費者被害や孤独死問題を

うけて見守りに関する活動もはじまっている。

これには，民生委員・児童委員の活動との連

携もみられる。２００８年９月８日（月）に歌志

内市社会福祉協議会において町内会関係者を

対象とするフォーカスグループインタビュー

を行った。６５歳以上の一人暮らしをしている

（単独世帯）高齢者は今後も年々増加するこ

とが見込まれるが，一人暮らしの高齢者が増

加する問題について，ある町内会では，７０歳

以上の独居高齢者宅に独自で緊急通報用の警

報（サイレン）を設置している。また，訪問

販売については，一時期，歌志内市でも被害

が目立ったため，行政と協力体制を組んでい

る町内会もある。高齢者宅にステッカーを貼

ることで，被害防止に役立てており，被害件

数は減少したという。アンケート調査の中で

は，振り込め詐欺の電話を受けた方がいたが，

その際，すぐに警察や民生委員，町内会の役

員に相談し，対応したため，被害に遭わずに

済んだことが話されていた。

面接調査の結果では，日常の相談相手（複

数回答）として，町内会の役員（１４％）があ

げられたが，町内会や民生委員による安否確

認や近隣住民による声掛け等が実施されてい

る。中には，通院の付き添いもするなど，日

常的な見守り活動が行われている地区もある。

また，冬期間の除雪に困る高齢者に対し，町

内会として除雪を行うところもあり，高齢者

の困りごとへの一翼を担っている。

地域の行事や活動への参加状況（複数回答）

を見ると，町内会の行事・老人クラブ

（６７．２％），町内会役員，世話役・スポーツ，

趣味等の集まり（２４．１％）と，住民としての

行事への参加と役員としての役割から町内会

が成り立っていることが分かる（表４参照）。
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その地域の住民の構成や数によっても異なる

ようだが，高齢化率がそれほど高くない地域

では，子ども向けの活動を充実し，その中に

２００名を超える人が参加する活動もある。そ

の一方で，住民の数が少なく，サークル活動・

清掃活動に参加する人は，常時，決まった人

になってしまう所もある。加えて，町内会役

員のなり手もいないなど，町内会活動を展開

することが難しい所も少なくない。町内会組

織自体も地域ごとに課題を抱えている。

また，歌志内市には，高齢者施設や救護施

設などのインフラが整備されているが，養護

老人ホームや特別養護老人ホームの入所者は

常に満員で，新規入所希望者は入所待ち，市

立病院の入院患者も満床の状態である。高齢

者の社会資源としては，住宅を保障し，福祉

的なサポートを行う高齢者世帯向けの公的賃

貸住宅のシルバーハウジングという住まいも

ある。それらに加えて，高齢者の生活を支え

る，ケア付きマンションを歌志内市に建設す

る構想等について，議会で討議されている。

近年，地域福祉では，公私協働のネットワー

クが必要とされているが，有限責任中間法人

北海道町内会連合会では，豊かな環境と誰も

が健康で安心して暮らせる住みよいまちづく

りと，心と心が通いあう温かい地域づくりを

めざして，事業の一環として，「ひとりの不

幸もみのがさない住みよいまちづくり全道運

動」を展開している。社会福祉協議会の小地

域ネットワーク活動等と連携しながら，１人

暮らしの高齢者や寝たきりの高齢者を介護す

る家族にとって一番身近な町内会・自治会で

「発見」「声かけ」「助けあい」活動を実践す

るものである。歌志内市の高齢者を支えるネッ

トワークにおいて，町内会組織は，独自に，

また行政と協働しながら高齢者をサポートし

ていることがうかがえる。

５．地域包括ケアに関する調査結果

調査結果を整理し，今後の継続的な調査課

題について記しておきたい。なお，結果をみ

る前提として，今回の調査の限界についてふ

れておくと，第一に，本調査の対象は８０５世

帯のうち５８世帯であるので全体の７％である

ため，十分な一般化した議論は難しい。第二

に，調査対象が無作為抽出ではなく，社会福

祉協議会による地域との人的なつながりによ

るものであったため，①比較的健康な高齢者，

②社会的つながりのある高齢者，③比較的生

活がしやすい世帯に偏っている可能性がある。

つまり，要介護等で生活困難となっている高

齢者や孤立している高齢者等より社会的な支

援を必要とする高齢者に対しては調査するこ

とが難しかったということである。これらを

念頭において調査結果を見る必要がある。もっ

ともこの要介護高齢者についての課題は，２００９

年度の現地調査（１）によって具体的な問題点を

町内会の
役員・世
話役

町内会の
行事

老人クラ
ブ 婦人会

ボランティ
ア活動

高齢者大
学

スポーツ・
趣味等 の
集まり

その他 参加して
いない

男性 １０ １８ １５ ２ ４ ０ ５ １ ５
２６ ３８．５％ ６９．２％ ５７．７％ ７．７％ １５．４％ ０．０％ １９．２％ ３．８％ １９．２％
女性 ４ ２１ ２４ ３ ５ ６ ９ ３ ５
３２ １２．５％ ６５．６％ ７５．０％ ９．４％ １５．６％ １８．８％ ２８．１％ ９．４％ １５．６％

前期高齢者 ５ １３ １２ ２ １ １ ４ １ １
１６ ３１．３％ ８１．３％ ７５．０％ １２．５％ ６．３％ ６．３％ ２５．０％ ６．３％ ６．３％

後期高齢者 ９ ２６ ２７ ３ ８ ５ １０ ３ ９
４２ ２１．４％ ６１．９％ ６４．３％ ７．１％ １９．０％ １１．９％ ２３．８％ ７．１％ ２１．４％

一人暮らし ４ １９ ２１ ３ ５ ６ ７ ４ ６
３０ １３．３％ ６３．３％ ７０．０％ １０．０％ １６．７％ ２０．０％ ２３．３％ １３．３％ ２０．０％

夫婦暮らし １０ １９ １８ ２ ４ ０ ７ ０ ４
２７ ３７．０％ ７０．４％ ６６．７％ ７．４％ １４．８％ ０．０％ ２５．９％ ０．０％ １４．８％

表４ 地域活動への参加（複数回答）
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調査することができたため，他の機会に報告

をまとめることになる。

１）医療と健康

健康状態については，「健康である」１０％，

「どちらかといえば健康である」３８％と，健

康だと感じている方が４８％であった。国の健

康に関する調査では，「健康である」６４．４％，

「あまり健康であるとはいえないが，病気で

はない」２９．９％となっている（内閣府『平成

２０年版 高齢社会白書』）。質問項目が異なる

ので単純に比較はできないが，歌志内市では

健康である人の割合は比較的低いと考えられ

る。

病気や治療については，「高血圧」５３．４％，

「関節や腰の痛み・リウマチ」４８．３％がかな

り多くなっている。とりわけ，「関節や腰の

痛み・リウマチ」については病気や症状のあ

る人のうち３６％程度しか治療をしていない。

健康状態を保つためには，治療が必要であろ

う（表５�１，５�２参照）。
その一方で，加入している医療保険につい

ては，「後期高齢者医療」が６７．２％と最も多

くなっている。後期高齢者医療は２００８年４月

から実施されているが，治療に関わる高齢者

の費用負担が重くなっていることには注意が

必要である。医療に関する困りごとをみると，

「薬代がかかる」１３．８％，「健康保険料の負

担」１２．１％，「医療の利用者負担」８．６％など

があり，ますます治療が困難になる人も増え

る可能性もあるからである（表６参照）。

通院については，「歌志内市内」を通院先

としている人の割合は４４．８％であり，次いで

「砂川市」が３９．７％，「滝川市」１９．０％など

となっている。その一方で，医療に関する困

り事をみてみると，「通院の交通機関が不便」

２４．１％，「病院が遠い」２４．１％などの声もあり，

歌志内市民の健康づくりや医療体制について，

近隣の市との連携が必要になっている。医療

は，住民のいのちや暮らしと直結しており，

最大限の配慮をしていくことが重要である。

２）住まい

歌志内市の大きな特徴として，旧産炭地で

炭坑住宅生活者が多かったことから公営住宅

の整備率が高く，住まいの形態が「市営住宅」

４５．６％と，市営住宅に居住する高齢者が多い。

また，住み始めたのが「親・その前の世代か

ら」３２．８％，「自分の代から」６５．５％となっ

ており，居住年数は「５０～６９年」３６．２％，「７０

年～」２０．７％と半数以上が歌志内に５０年以上

住んでいる。これを反映して，今後も歌志内

に「住み続けたい」８２．８％が圧倒的に多く，

「住み続けたいが，将来引越しをせざるをえ

ないと考えている」８．６％を合わせると９０％

以上となる。

また，歌志内市で住んで気に入っていると

ころがあると答えた人は７６％であった。その

理由として，一番多い理由が人間関係や地域

のつながりなどで４７．５％であった。長年の暮

らしのなかで育まれた人間関係や地域のつな

がりが住み続けたい大きな理由になっている。

このような高齢者の歌志内市における愛着や

地域のつながりを失わないようにしなければ

ならないし，逆に強められるような地域活動

や行政施策のあり方が求められよう。

３）収入と生計

高齢者世帯の収入源をみると，主な収入源

として国民年金が２４．１％，厚生・共済年金が

５５．２％であった。国民年金は満額でも６万円

程であり，生活保護基準以下の収入しかない

ため，この２４％程の世帯については生活費の

工面に困難があるのではないかと考えられる。

年間総収入額をみると，「５１～１００万円」

６．９％，「１０１～１５０万円」１３．８％，「１５１～２００

万円」１７．２％，「２０１～２５０万円」１９．０％，「２５１

～３００万円」８．６％，「３０１～３５０万円」２４．１％

となっていた。年収３００万円以上と，月２５万

円以上の収入がある世帯が２５％弱を占める一

方，年収１５０万円以下と月１２万円以下で生活

をしている世帯も２０％程あり，老後の所得に
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ついては大きな収入の差があることが分かる。

実際，１ヶ月の生活費で「５～１０万円」の世

帯が１９％を占め，かなり厳しい生活を強いら

れていることが想像される。

支出で負担になっているものでは，「交際

費」３９．７％，「水・光熱費」３６．２％，「食費」

２７．６％と続いている。一方で，支出を切り詰

めているものとしては「水・光熱費」３４．５％，

「衣服費」２５．９％，「食費」１２．１％と続いた。

「特にない」は３２．８％であり，逆にいえば，７

割近い人が支出を切り詰めているとも考えら

れる（表７参照）。

実際，歌志内市における２００６年度の生活保

護世帯は１５１世帯，保護人員２３９人であり，保

護率４５．８‰となっている。この保護率の数字

は全国平均の１２．１‰（２００７年度）の４倍となっ

ており，生活困難に陥っている高齢者も多い

ことが想像される。

脳卒中 心臓病 高血圧 糖尿病 関節痛 眼病 うつ状態 その他 特にない
男性 ４ ７ １３ ５ ９ ３ ０ １６ ０
２６ １５．４％ ２６．９％ ５０．０％ １９．２％ ３４．６％ １１．５％ ０．０％ ６１．５％ ０．０％
女性 ３ ６ １８ １ １９ １０ ２ １３ ０
３２ ９．４％ １８．８％ ５６．３％ ３．１％ ５９．４％ ３１．３％ ６．３％ ４０．６％ ０．０％

前期高齢者 ０ １ １０ ０ ６ ３ １ １０ ０
１６ ０．０％ ６．３％ ６２．５％ ０．０％ ３７．５％ １８．８％ ６．３％ ６２．５％ ０．０％

後期高齢者 ７ １２ ２１ ６ ２２ １０ １ １９ ０
４２ １６．７％ ２８．６％ ５０．０％ １４．３％ ５２．４％ ２３．８％ ２．４％ ４５．２％ ０．０％

一人暮らし ３ ６ １５ １ １７ １０ １ １４ ０
３０ １０．０％ ２０．０％ ５０．０％ ３．３％ ５６．７％ ３３．３％ ３．３％ ４６．７％ ０．０％

夫婦暮らし ３ ７ １６ ５ １１ ３ １ １５ ０
２７ １１．１％ ２５．９％ ５９．３％ １８．５％ ４０．７％ １１．１％ ３．７％ ５５．６％ ０．０％

表５－１ 高齢者の症状・病気（複数回答）

脳卒中 心臓病 高血圧 糖尿病 関節痛 眼病 うつ状態 その他 特にない
男性 ２ ５ １１ ４ ２ １ ０ ９ ０
２６ ７．７％ １９．２％ ４２．３％ １５．４％ ７．７％ ３．８％ ０．０％ ３４．６％ ０．０％
女性 ３ ５ １２ １ ８ ７ １ ７ ０
３２ ９．４％ １５．６％ ３７．５％ ３．１％ ２５．０％ ２１．９％ ３．１％ ２１．９％ ０．０％

前期高齢者 ０ １ ７ ０ １ １ １ ５ ０
１６ ０．０％ ６．３％ ４３．８％ ０．０％ ６．３％ ６．３％ ６．３％ ３１．３％ ０．０％

後期高齢者 ５ ９ １６ ５ ９ ７ ０ １１ ０
４２ １１．９％ ２１．４％ ３８．１％ １１．９％ ２１．４％ １６．７％ ０．０％ ２６．２％ ０．０％

一人暮らし ３ ５ １０ ０ ７ ７ ０ ８ ０
３０ １０．０％ １６．７％ ３３．３％ ０．０％ ２３．３％ ２３．３％ ０．０％ ２６．７％ ０．０％

夫婦暮らし ２ ５ １３ ５ ３ １ １ ８ ０
２７ ７．４％ １８．５％ ４８．１％ １８．５％ １１．１％ ３．７％ ３．７％ ２９．６％ ０．０％

表５－２ 治療を受けている症状・病気（複数回答）

医療の利
用者負担

健康保険
料負担

病院が遠
い

通院の交
通機関が
不便

薬代がか
かる

介護保険
の保険料

介護保険
の利用者
負担

その他 特にない

男性 ２ ５ ６ ４ ３ ２ １ ２ １３
２６ ７．７％ １９．２％ ２３．１％ １５．４％ １１．５％ ７．７％ ３．８％ ７．７％ ５０．０％
女性 ３ ２ ６ １０ ５ ０ ０ ２ １２
３２ ９．４％ ６．３％ １８．８％ ３１．３％ １５．６％ ０．０％ ０．０％ ６．３％ ３７．５％

前期高齢者 １ ２ ３ ２ ２ ０ ０ １ ９
１６ ６．３％ １２．５％ １８．８％ １２．５％ １２．５％ ０．０％ ０．０％ ６．３％ ５６．３％

後期高齢者 ４ ５ １１ １２ ６ ２ １ ３ １６
４２ ９．５％ １１．９％ ２６．２％ ２８．６％ １４．３％ ４．８％ ２．４％ ７．１％ ３８．１％

一人暮らし ３ ３ ７ １０ ４ ０ ０ ２ １１
３０ １０．０％ １０．０％ ２３．３％ ３３．３％ １３．３％ ０．０％ ０．０％ ６．７％ ３６．７％

夫婦暮らし ２ ４ ７ ４ ４ ２ １ １ １４
２７ ７．４％ １４．８％ ２５．９％ １４．８％ １４．８％ ７．４％ ３．７％ ３．７％ ５１．９％

表６ 病気に関する困りごと（複数回答）
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以上のことから，さまざまな利用負担が増

えていくなかで，低所得層に配慮した行政施

策や住民活動の展開が不可欠であるといえる。

４）地域活動と外出

近所づきあいについては，複数回答で，

「挨拶程度の付き合い」７９．３％である一方，

「おすそわけをしあう」８２．８％となっており，

近所づきあいの割合は比較的高いと言える。

交流相手（３つまでの選択）で，一番は「近

所の人」５３．４％であり，次いで「友人」

５０．０％，「子」４６．６％，「兄弟姉妹」３１．０％と

続いており，近所の人の割合が高くなってい

る（表８参照）。

また，高齢者の生きがいとしても，一番に

「友人との交流」３６．２％があがっており，ま

た「地域活動」２０．７％などがあり，地域での

つながりが高齢者の生きがいにまでつながっ

ていると考えられる。

地域活動については，地域で参加している

活動では，「町内会の行事」「老人クラブ」と

もに６７．２％で突出していた。地域活動の頻度

は「週に１回」以上および「月に１回」以上

が２５．９％，「年に１回以上」２７．６％であった。

年に１回程度では，地域的なつながりは弱い

ため，これらの２７．６％の高齢者の地域活動の

きっかけをつくっていくことが重要な課題だ

と思われる。

外出については，「ほぼ毎日」２７．６％，「週

に２～３回以上」３９．７％とある一方で，「週

に１回程度」３９．７％，「月に１回以上」１０．３％

と外出が少なく，家に閉じこもりがちな人も

５割となっている。外出の目的としては，

「買い物」７９．３％が最も多く，次いで「町内

会，老人クラブ」４４．８％，「通院」３４．５％，

「友人，近所の人に会う」３１．０％と続いてい

る。

地域活動と同様，外出によって人間的なつ

ながりを保ち，外に出ることで足腰を鍛えて

いくきっかけづくりが重要である（表９参照）。

５）家族とのつながり

男性の場合は配偶者および子どもを相談相

手とすることが多く，女性は子どもに相談す

る人が圧倒的に多く，続いて友人知人，近所

の人に相談することが多かった。町内会の役

員や民生委員をあげるケースも多く，フォー

マルな社会資源をサポートネットワークにし

ている傾向が伺える。次に相談相手を１人だ

け選んでもらったところ，男性は配偶者と答

えた人が圧倒的に多くその次に子ども，キョ

ウダイと答えている。注目すべきことは，他

の選択肢を選ぶことがない点である。この点，

女性は子どもと答えた人が多く，その次に友

人知人，配偶者と続いており，１人暮らし世

帯の人は子どもに頼っているほか，友人知人

と答えた人が多かった。夫婦世帯では配偶者

と答えた人が一番多く占めており，その次に

子どもであり，１人を選ぶとすると身近な家

族を相談相手としている傾向が見られる。

子どもの人数は２人，３人と答えた人が多

く，子どもの年齢では１人目は５０代が多く２

人目以降は４０代が多かった。また，子どもの

家から高齢者の家までの所要時間は１時間以

上かかると答えた人が多かったが，いつでも

来ることができる距離に居住している人が多

い。また，所要時間が３０分と答えた人や歌志

内市に子どもが住んでいるケースもあり，近

所に住んでいる子ども（結婚している娘など）

もいる。高齢者の方の家に来る頻度について

は，年に数回（お盆，正月などで）および月

に数回と答えた人が多かった。高齢者と他出

子との交流をみると，子どもからの訪問理由

は，「親の様子を見にくる」「（孫を見せに）

遊びにくる」，というものが多く，家事や買

い物の介助などがみられる。とくに交流の頻

度は高い。

相談相手としては，「子ども」６０．３％，「配

偶者」３４．５％，「友人・知人」３４．５％，「近所

の人」２５．９％，「町内会の役員」２４．１％と続

く。こうしてみても，まずは相談相手として
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親
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親
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所
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役
所
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員

社
会
福
祉

協
議
会
の

職
員

医
者

そ
の
他
相
談
す
る

人
は
い
な

い
男
性

１６
０

８
１４

３
７

５
６

２
３

０
２

２
１

０
１

２６
６１
．５
％

０
．０
％

３０
．８
％

５３
．８
％

１１
．５
％

２６
．９
％

１９
．２
％

２３
．１
％

７
．７
％

１１
．５
％

０
．０
％

７
．７
％

７
．７
％

３
．８
％

０
．０
％

３
．８
％

女
性

４
０

２
２１

４
１３

１０
８

８
２

１
２

０
４

５
１

３２
１２
．５
％

０
．０
％

６
．３
％

６５
．６
％

１２
．５
％

４０
．６
％

３１
．３
％

２５
．０
％

２５
．０
％

６
．３
％

３
．１
％

６
．３
％

０
．０
％

１２
．５
％

１５
．６
％

３
．１
％

前
期
高
齢
者

９
０

４
７

２
５

６
５

１
２

１
１

１
３

１
１

１６
５６
．３
％

０
．０
％

２５
．０
％

４３
．８
％

１２
．５
％

３１
．３
％

３７
．５
％

３１
．３
％

６
．３
％

１２
．５
％

６
．３
％

６
．３
％

６
．３
％

１８
．８
％

６
．３
％

６
．３
％

後
期
高
齢
者

１１
０

６
２８

５
１５

９
９

９
３

０
３

１
２

４
１

４２
２６
．２
％

０
．０
％

１４
．３
％

６ ６
．７
％

１１
．９
％

３５
．７
％

２１
．４
％

２１
．４
％

２１
．４
％

７
．１
％

０
．０
％

７
．１
％

２
．４
％

４
．８
％

９
．５
％

２
．４
％

一
人
暮
ら
し

０
０

３
２２

６
１２

１０
６

８
２

１
２

０
５

３
１

３０
０
．０
％

０
．０
％

１０
．０
％

７３
．３
％

２０
．０
％

４０
．０
％

３３
．３
％

２０
．０
％

２６
．７
％

６
．７
％

３
．３
％

６
．７
％

０
．０
％

１６
．７
％

１ ０
．０
％

３
．３
％

夫
婦
暮
ら
し

２０
０

７
１２

１
７

５
８

２
３

０
２

２
０

２
１

２７
７４
．１
％

０
．０
％

２５
．９
％

４４
．４
％

３
．７
％

２５
．９
％

１８
．５
％

２９
．６
％

７
．４
％

１１
．１
％

０
．０
％

７
．４
％

７
．４
％

０
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％

７
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％

３
．７
％
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１０
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％
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．０
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．０
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１
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．６
％

２
．４
％

２
．４
％

２
．４
％

４
．８
％

０
．０
％

０
．０
％

一
人
暮
ら
し

２
１２

１
３

２
７

０
０

１
２

０
０

３０
６
．７
％

４０
．０
％

３
．３
％

１０
．０
％

６
．７
％

２３
．３
％

０
．０
％

０
．０
％

３
．３
％

６
．７
％

０
．０
％

０
．０
％

夫
婦
暮
ら
し

５
８

０
１

０
８

４
１

０
１

１
０

２７
１８
．５
％

２９
．６
％

０
．０
％

３
．７
％

０
．０
％

２９
．６
％

１４
．８
％

３
．７
％

０
．０
％

３
．７
％

３
．７
％

０
．０
％
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子ども，配偶者という家族とのつながりが挙

げられ，その次に友人や近所の人など地域の

つながりが指摘されている。困った時の家族

の支えは重要であることが示唆される。

しかし，子どもの半分以上の６８．１％は高齢

者の家に車で１時間以上かかり，子どもが帰

る（帰省）頻度も「年に数回」５０．８％，「殆

ど帰らない」１０．０％で，６割が家に帰ってく

ることはまれである。この場合，病気等急な

事態が生じても迅速に対応できない。また，

子どもといっても，子どもの年齢は５０歳代以

上が半数以上を占め，今後年が経つにつれ，

子どもの世代の対応も難しくなってくること

も予想される。さらに，子どものいない人も

いるだろう。そのため，近所での支えあいや

福祉サービスの充実等の対応がますます求め

られることになると言えよう。

歌志内市における地域包括ケアをめぐる生

活課題の分析（２）はまだ途上にあるが，これま

での調査結果から，また，町内会長や民生委

員との話し合いも踏まえて，現時点での若干

の提言として６点を指摘しておきたい。

６．地域包括ケア構築のための課題

１）低所得者，病気や要介護の高齢者等への

配慮

まず第一に，低所得者，病人，要介護高齢

者等に配慮した行政施策，住民活動の展開を

進めていくことである。本調査は比較的介護

やADLに問題が少ない高齢者世帯を対象と

したが，所得の高い層と低い層との大きな差

が見られた。歌志内市の高齢者の世帯は炭鉱

年金等が充実しており，それが受けられる世

帯は比較的生活は安定していると考えられる

が，そうではない低所得の層も少なからずい

ることが明らかになっている。歌志内市も財

政難にあり，行政サービスの支出はかなり抑

えられているところである。そのために，あ

る程度の支出に耐えられない高齢者は，歌志

内市から出て子どものところで住むか，また

は，かなり生活費の厳しい生活を強いられる

ことになる。

特に，支出の負担でも見たように，高齢者

にとって交際費は大きな負担になっているが，

逆にいえば，交際費が負担できない世帯にとっ

てみれば，地域での交流ができなくなってく

ることも示唆している。歌志内市での高齢者

の生きがい，心の支えは，近所の人，地域の

つながりであり，低所得者に配慮した行政施

策運営をしていくことが求められる。

また，病気や要介護の高齢者に対する施策

をしっかりしなければ，高齢者の生活が成り

立たなくなってくると同時に，市外の病院や

施設に入院をしなければならないということ

も生じてこよう。こうしたことは，地域のつ

ながりが大切だと考える高齢者にとっては，

生きがいを失わせるものである。歌志内市に

住み続けたいという圧倒的多数の高齢者の希

望をかなえるために，病気や要介護の高齢者

への適切な医療，介護サービスの提供体制を

作っていく必要がある。

以上から，低所得者，病気や要介護の高齢

者等への配慮を強化し，低所得でも，また病

気や要介護になっても安心して歌志内で暮ら

すことができるよう，それらの人々に公民の

資源の重点的な配分がなされるように，行政

施策，住民活動を進めていく必要がある。

２）地域活動の推進と「まちづくり協議会」

（仮称）の創設

次に，地域活動の推進と「まちづくり協議

会」（仮称）の創設である。上述のとおり，

高齢者にとって，近所づきあいや地域活動は，

生きがいを持って歌志内市で暮らす要件と言

えよう。しかしながら，外出の頻度が少ない

人や地域活動にほとんど参加していない人も

多い。近所づきあいや地域活動によって得ら

れることは大変重要なものである。たとえば，
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地域の人々との結びつきによって，生きがい

を得，困った時に相談をしあったり，助け合っ

たりすることもでき，さらには外出すること

によって高齢者の足腰を鍛え，精神，身体両

面での健康づくりにもつながってこよう。こ

の結果，いわゆる孤独死（孤立死）を防ぐこ

ともできよう。

そのため，高齢者の地域活動を推進してい

くことは非常に重要になる。高齢者の地域活

動の参加を促すためには，地域活動のきっか

けづくり，活動の推進のためのリーダーの養

成，活動の支援などが求められよう。また，

高齢者は高齢者同士だけでなく，子どもやそ

の他若い人々との交流を進めていくことも活

動の幅を広げることにつながってこよう。

歌志内市には，「元気会」という２００８年に

地域通貨を実験的に試行した各世代が集まっ

た団体がある。現在は，あまり活動が進めら

れていないようであるが，この元気会のよう

な歌志内市の街づくりやその活性化を考える

住民の団体は今後ますます不可欠のものになっ

てくるはずである。急激な人口の減少と少子

高齢化とそれに伴う生活の変化は，国や道，

市の行政だけで解決できる問題ではなくなっ

てきており，住民のアイデアや取り組みも大

事になってくる。たとえ，行政が対応しよう

としても，住民の支持が得られなければ行政

も動けなくなる。つまり，行政としても，多

くの住民側からのまとまった提案や提言，要

望が行政施策を推進するにあたっても重要に

なってくるのである。そのような住民の団体

を欠いていては，生活困難にある人々の声は

消され，孤独死をしたり，歌志内市を去った

りしなければならなくなってしまう。

幸いにも，歌志内市の町内会や民生委員な

どが，地域の生活困難に対して活躍している

地域がある。それぞれ歌志内市の生活問題を

肌身で感じ，どのように対応していくべきか，

ということについて考え，悩んでいる地域も

ある。しかしながら，現段階では，これらの

声が集約されておらず，またそれを活動や行

政施策に反映する手立てが整っていないよう

である。他の自治体ではいくつかあるように，

「まちづくり協議会」のような歌志内市の現

状と今後の課題について考える住民団体の立

ち上げが急務だと考えられる。まずは，地域

福祉推進主体として社会福祉法で規定されて

いる社会福祉協議会が中心となって，歌志内

市にある各住民団体の組織化を進めていくこ

とが求められよう。社会福祉協議会の役割，

機能の充実が期待される。

３）集住化と公営住宅の活用

歌志内市の人口は減少してきており，今後

さらにこの減少は加速していくと推計されて

いる。このようになってきた場合，行政施策

も地方交付税や住民税等の収入が減っていく

ために縮小せざるをえなくなってくる。しか

し，歌志内市は細長い町の構成になっており，

高齢者の中には移動が困難な人も多くなり，

端から端まで行政サービスを整備していくこ

とは困難だと思われる。そのため，当面は行

政機能の地域再配置を検討するなどの工夫が

必要である。一方で，長期的には，総務省で

推進されているような一定の地域に集住化し

ていくこと（コンパクトシティ）も避けられ

ないと予想される。しかしながら，歌志内市

の高齢者は，炭鉱時代からの地域の愛着は強

く，また，地域のつながりも強く期待されて

いる。したがって，このような地域のつなが

りを維持したままで集住できるような仕組み

づくりが求められよう。

幸いにも，歌志内市には，市営住宅が多く

あるため，これらの住宅を活用して集住化を

進めることは，行政施策として実施しやすい

条件にあると考えられる。しかし，このよう

な集住化には，高齢者の生活や思い出，愛着

等があるために，強制的に行われるようなこ

とはあってはならないし，すべきではない。

したがって，長期的な視点でもって，これら
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の集住化を促すような対応が求められてくる。

そのためには，今の段階からそれに向けた準

備や計画づくりをしていく必要があると考え

られる。

４）社会福祉事業の積極的な展開

近年，公共事業による地域間再配分はかな

り後退し，社会保障による地域間再配分が強

くなってきていると言われている。つまり，

年金や医療，介護の社会保障のお金が，都市

部から高齢者の多い地方に振り分けられてい

るということである。現在でも，歌志内市に

は特別養護老人ホームや救護施設等各種の施

設が，他の同規模の自治体と比べても，比較

的整備されている。

けれども，歌志内市は高齢者の一人暮らし

の世帯が３割もあり，他の地域と比べてもか

なり多い。温暖化が進んでいるとはいえ，特

に冬になると雪により外出できなくなる高齢

者も多い。少子高齢化がさらに進む状況のな

かで，高齢者の生活を支えるためにも，高齢

者に対する行政施策や住民活動が必要である。

とりわけ，社会福祉事業の展開は，歌志内市

で働く場（事業所）がかなり縮小しているい

ま，そこで働く若い世代の雇用の場を確保し，

人口の減少，高齢化を抑えることができると

いう期待もできよう。逆にいえば，このよう

なことができないのであれば，人口の減少や

高齢化はいっそう急激に進み，高齢者の生活

を支えるための基盤ができなくなるおそれが

ある。社会福祉事業の充実を通して，雇用も

創出できれば，高齢者にとっても，歌志内市

で住み続けたいという若い世代にとっても有

益なことである。

５）市営住宅の積極的な活用

歌志内市の高齢者の半数近くは市営住宅に

住むなど，歌志内市の市営住宅は数的には充

実している。市営住宅は，市営であるがゆえ

に，市が様々な行政施策に取り組むにあたっ

て，利用可能な重要な資源となる。先にも示

した３）今後の集住化を検討するにあたって

市営住宅の存在は大きな意味を持つことにな

ると同時に，４）社会福祉事業の積極的な展

開を考える上でも市営住宅の存在意義はより

いっそう増すことになる。

たとえば，公営住宅法が改正され，「第４５

条 社会福祉法人等による公営住宅の使用等」

が新設されている。これにより，市町村や社

会福祉法人，NPO法人，介護保険指定事業

者等は，公営住宅で高齢者や障害者のための

グループホーム等の運営が認められることに

なった。町内会からも，高齢者が気軽に集え

る場所がない，身近な市営住宅のなかで，認

知症高齢者が昼間集える場を作ってほしいな

どの意見が出されていた。市営住宅も様々な

規制やルールがあり難しい面も多々あるが，

柔軟に対応できる体制も今後ますます必要に

なってくるだろう。

６）地域福祉計画の策定と地域包括ケアの構

築に向けて

最後に，地域福祉計画の策定に向けて準備

することを提起しておきたい。地域福祉計画

は，社会福祉の分野別の社会福祉を縦割りで

はなく，横割り，つまり連携し，横断的に，

地域の実態にあったものに組み替えていくた

めに，行政と住民がそれぞれ何をするのかを

明らかにし，実行していくものである。

地域福祉計画の策定は，できあがった計画

書そのものよりも，計画の策定のプロセス

（過程）が非常に重要である。計画策定のプ

ロセスとは，地域住民が自分の地域のことを

調べ，理解し，今後どうしていきたいのかを，

様々な立場にある人々と話し合い，行政のす

べきこと，また住民ですべきこと／できるこ

とを明らかにし，今後の社会福祉，そして住

民の生活の展望を切り開いていく作業である。

このようなプロセスのなかで，ワークショッ

プや議論を通して，行政や社会福祉事業の担
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当者，民生委員のみならず，一般の地域住民

にも含めて，社会福祉の取組みに関わってい

き，地域の理解と協働のしくみづくりができ

るようになるのである。

かかりつけ病院の分布は周辺地域に広がっ

ており，必ずしも歌志内市内には集中してい

ないため，通院手段や消費生活に関する買い

物の利便性（交通手段）にも課題が指摘され

た。また地域包括ケアの中核的役割を期待さ

れる医療部門では，市立病院の診療科目とス

タッフ減にともない，慢性期患者の受け皿と

なっているほか在宅医療については全く余裕

のない状態に追い込まれているため，市内に

往診する体制がみられない。在宅福祉サービ

スの基幹部門としての訪問介護サービスにつ

いても市外からのサービス提供がメインとなっ

ていることと，福祉輸送サービスの体制もな

い。

インフォーマルケアに関わる地域内のサポー

トは，町内会ごとにばらつきはみられるが近

隣関係における見守りも近隣住民や民生委員・

児童委員等が取り組んでいる。さらに市内・

市外に居住する家族からのサポートも訪問・

買い物を中心に少なくない比重が認められる。

自治体をはじめとするフォーマルなケア体

制の機能は目立たないが近隣・家族等のイン

フォーマルなケアサポートが機能している。

今後は生活する個人のケアマネジメントに基

づく地域包括ケア体制の整備を現存する高齢

者福祉施設および公営住宅（シルバーハウジ

ング）等の資源を活用し，保健・医療サービ

スの新たな展開を図ることが求められている。

北海道の自治体の将来を人口推計でみると２５

年後に多くの自治体は５割近い減少を見込む

ことになっている。そのような環境のもとで

の地域社会の制度設計は住民参加型の公私協

働の実質的な内容を含んだ福祉計画の根本的

な取り組み（３）がなくては不可能といえる。

こうした取り組みを立ち上げるきっかけと

して，地域福祉計画の策定に向けた検討をし

てくことが必要となる。

付記

本研究の展開にあたっては，歌志内市役所，

歌志内市社会福祉協議会，歌志内市町内会連

合会，歌志内市民生委員・児童委員協議会を

はじめとする関係団体および市民の方々に協

力を頂いた。また，現地での調査活動のきっ

かけを導いてくれた故遠藤憲一氏（元北星学

園大学同窓会長）の古くからの友人である山

崎数彦氏（歌志内市議会議員）に多大な支援

を受けた。とくに現地調査に入る前の準備段

階と現地での調査活動のサポートに関して，

調査に参加した大学院生と学生諸君の熱心な

聞き取り調査と関係者へのインタビューにつ

いては，市民からも高い関心と歓迎を受ける

こととなった。調査に参加した学生は，小林

哲弥・菊崎隼平（以上４年目学生），福島千

加・長瀧夢子（以上３年目学生），今川美保・

今堀麻維・寺島優衣・山下希・中山美佐子

（以上２年目学生），松井愛子・畠山明子

（以上大学院生）である。以上の多くの協力

者に対して心より感謝致します。なお調査リ

ポートとしては，学生の調査分析と感想をふ

くめた「コミュニティワーク実習報告書」

（２００９年３月）を作成している。

すでに参加型のまちづくりとなって動き始

めたこの調査は，今後も継続的な活動として，

地域福祉計画の策定にともなう地区懇談会等

への大学としての協力を含めて，ソーシャル

アクションリサーチとしての内容を形成しつ

つあり，大学と地域社会との連携モデルとし

て福祉計画学科の独自性を発揮する一翼を担

うことになっている。

★本研究は，２００８年度北星学園大学特定研

究費の助成を受けて取り組まれた「歌志内市

高齢者地域包括ケアに関する実証的研究」

（共同研究：杉岡・岡田・木下）による研究
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成果の一部である。

注

� 要介護高齢者と介護者に関わる調査は，歌

志内市関係者からもその必要性を理解して頂

き，市役所の全面的な協力のもとで，２００９年

９月２～４日にかけて３０世帯の半構造化面接

調査を実施することとなった。このとき介護

不安を含めた住民意識調査をあわせて実施

し，２００９年度末に基礎的な分析をおこなった

報告書をまとめることになっている。

� この点については小規模多機能サービス拠

点に関する問題をおさえ，また市町村の福祉

財政に関する課題を整理するとともにフォー

マルケアとインフォーマルケアの統合をはか

る視点を前提としたコミュニティケア（地域

包括ケア）の医療サービスの利用の分析を含

めたアプローチが必要といえる。また冷水豊

が提唱する「地域生活の質」の視点を具体的

な指標の選択によって分析する課題も過疎高

齢化の進む縮小社会の問題として重視する必

要がある。冷水豊『「地域生活の質」に基づく

高齢者ケアの推進』（有斐閣，２００９）参照。

� 本稿で展開しているコミュニティワークの

視点は，いわゆるコミュニティソーシャルワー

クがケアマネジメントを基礎としたサービス

利用者に対する包括的な支援システムとして

のアプローチを基礎におくよりも，福祉のま

ちづくりをどのような住民の参加による協働

のシステムとして構築することが可能かとい

うソーシャルアクションにより引きつけて課

題へアプローチするために位置づけている。
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参考：近隣自治体との統計比較

表１０ 高齢化の状況，２００５年１０月現在

注１）％は総世帯に占める割合， 注２）北海道の高齢者状況調査より抜粋

出所）空知中部広域連合（２００６）『介護保険事業計画：第３期計画』，p．２９

表１１ 歌志内市と近隣自治体の世帯・就業・福祉事業比較

注１）住宅状況は平成１２年国勢調査，他は平成１６年実績。

出所）空知中部広域連合（２００６）『介護保険事業計画：第３期計画』，pp．２９�３０，５５

歌志内市 奈井江町 新十津川町

総世帯 ２，７６４ ３，０６７ ２，９９８

→ うち高齢者のいる世帯 １，５１４（５４．８％） １，４８３（４８．３％） １，５９２（５３．１％）

→ うち単身世帯 ８２２（２９．７％） ５３８（１７．５％） ４０７（１３．５％）

夫婦世帯→ うち２人とも６５歳以上の世帯 ５８０（２０．９％） ４８１（１５．６％） ４８７（１６．２％）

高齢単身世帯→ ６５歳以上 ４３０（１５．５％） ３８８（１２．６％） ３８５（１２．８％）

歌志内市 奈井江町 新十津川町

①高齢者総数 １，９３９ １，９２０ ２，０３５

②高齢者のいる世帯 １，２２５ １，２４５ １，２２３

そのうち持ち家 ％ ５１．１ ７８．９ ８８．６

公営住宅 △４４．８ １５．７ ８．２

民営借家 ２．８ ３．９ １．１

③高齢者の就業者 ％ ▲７．９ ２２．２ ２３．７

④老人クラブ団体数 １８ ２０ ２２

加入者数合計（人） ▲１，１１６ １，６０５ １，４６４

活動回数合計（回） ４５６ ４２８ ８７８

⑤生涯学習 事業名 高齢者大学 寿学級 ふるさと学園大学

参加延べ人数（人） ▲６３６ ２，１９６ １，８４１

実施回数（回） １６ １１ １０

⑥除雪サービス利用世帯数 △９９ ２６ ３９

年間延利用回数 △３，９７９ ９８７ ２，０８０

⑦安否確認（電話）提供回数 １回／週 － ３回／週

利用実人員 ６０ － １２

年間延利用回数 △２，０１６ － １，３３２

⑧安否確認（訪問）提供回数 ２回／週 － －

利用実人員 ５６０ － －

年間延利用回数 △１６，１５２ － －
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